
 
（ 湧心館高等学校 全日制 ）学校 平成２７年度学校評価表 

 

１ 学校教育目標 
（１）確かな学力を育成し、個に応じた進路指導を行う 
（２）豊かな情操と道徳心を培う 
（３）心身の健康を自己管理する態度を養う 

 

２ 本年度の重点目標 
【確かな学力・個に応じた進路指導】 
（１）アクティブ・ラーニングを推進し、思考力、判断力、表現力を育む。 
（２）生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、きめ細やかな支援を行う。 
（３）望ましい勤労観・職業観を育成し、自己実現を図る態度を育む。 
【豊かな情操と道徳心】 
（１）命を大切にする心を育み、自他の大切さを認める態度を養う。 
（２）規範意識を身につけ、善悪を判断し自らを律する力を培う。 
（３）わが国の伝統と文化を尊重する態度とグローバルな視点を育む。 
【心身の健康】 
（１）望ましい食習慣と生活習慣を身につけさせる。 
（２）運動に親しむ態度を育成し体力を向上させる。 
（３）健全な情報モラル教育を推進する。 

 

３ 自己評価総括表 
  評 価 項 目 評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項
目 

小 項 目 

 
学校 
経営 

 

三課程（全定
通）運営と学
校経営の整合
性を図る 
 
 

本校のｽｸｰﾙｱｲ
ﾃﾞﾝﾃｨﾃｨが三課
程で共有化さ
れているか。課
程間の情報交
換が継続的に
図られている
か。より良く改
善が進められ
ているか。 

教務・進路・生
徒指導部の情報
の共有化と連携
の強化を図る。
三課程での研修
の充実。 

三課程教頭会を
定期的に実施す
る。３課程年間
研修計画を作成
する。 

 
 
 
 
Ａ 

三課程教頭会の定期的

実施の他、関係のある

分掌部間でも、必要に

応じて、情報交換を行

うことができた。また、

三課程合同の研修も、

内容、方法を改善しつ

つ計画どおりに進める

ことができた。 

適応指導の充
実 
 
 

学年及び学校
全体として具
体的な取組が
進められてい
るか。 

新入生への年間
を通した適応指
導の充実。年間
の転学・転籍・
退学者数３０名
以内。 

適応指導委員会
といじめ防止対
策等モデルカリ
キュラム開発チ
ームとの連携を
図る。 

 
 
 

Ｂ 

１月末現在の転・退学

者数は前年同期の数を

下回っており、目標到

達まであと一歩のとこ

ろにある。今後は適応

指導委員会が実施する

各種意識調査を十分に

活用した適応指導の充

実が求められる。 

開かれた学校
作り 
 
 
 

広報活動を効
果的に実施し
ているか。 

積極的な情報発
信に努め、「地
域に開かれた学
校作りに努めて
いる」９０％以
上を目指す。 

湧高便り（学校
広報誌）年２回、
湧水（学年広報
誌）を毎月配布
する。体験入学
や中学校説明会
を充実する。年
３回の中学校訪
問を充実する。 
学校ＨＰを定期
的に更新する。 

 
 
 
 
 

Ｂ 
 

広報活動については、

生徒の活動をまとめた

広報映像の制作や学校

行事のＨＰ掲載等、各

分掌部で工夫を加えな

がら実施することがで

きた。しかし、まだ家

庭や地域からの反響を

感じられるところまで

は達しておらず、より

積極的かつ効果的な情

報発信が必要である。 

 

 



地域社会に貢
献する態度が
育っているか｡ 

学校周辺及び地
域の清掃活動を
行う｡ 

学校全体で計画
的に取り組む｡
育友会、生徒会
と連携する。 

 
 

 

Ｃ 

保健委員会、部活動単

位で地域清掃に取り組

むことはできた。その

他、生徒会や有志で地

域の夏祭りボランティ

アにも参加した。育友

会、生徒会の連携につ

いては、日程を調整し

連携して活動できるよ

うにする必要がある。 

 
学力 
向上 
  

アクティブ・
ラーニング推
進のための指
導方法の工夫
と改善 

アクティブ・ラ
ーニング型の
授業の展開が
図られている
か。 
 

アクティブ・ラ
ーニング型授業
の展開を意識し
て実践する職員
の割合８０％以
上を目指す。 

校外で実施され
るアクティブ・
ラーニング研修
への職員参加及
び参加職員によ
る復講研修を実
施する。 

 
 
 
 

Ａ 

 

 

対話や発表など、アク

ティブ・ラーニングを

意識した実践を行った

職員の割合は９割を超

えている。今後は、次

のステップとして討論

やプレゼンテーション

など多様な学習活動に

取り組むことが求めら

れる。 

思考力・判断力
・表現力が育ま
れているか。 

生徒が自ら考え
たり、表現した
りする活動割合
の向上。 

教科の枠を越え
て職員同士が互
いに学ぶことの
できる授業参観
を促進する。 

 
 

Ｂ 

アクティブ・ラーニン

グ型授業やグループワ

ークを取り入れたＬＨ

Ｒの取組によって、生

徒が考え、表現する活

動の割合が着実に増加

した。 

豊かな心を育
てる教育の推
進 
 

各教科で「命を
大切にする心
を育む指導」が
なされている
か。 

授業及び学校行
事等の場面で、
生徒が生き生き
とした活動がで
きる。 

生徒の現状把握
のため適応指導
委員会により現
状把握と改善を
行う。 

 
 
 
 

Ｂ 

各種行事において、そ

れぞれの学年が自分た

ちの役割を自覚して活

動することができた。

また、修学旅行では、

旅行の目的を踏まえた

自覚的行動をとること

ができた。今後は、各

教科の授業での取組推

進が求められる。 

キャ
リア
教育 
(進
路 
指導

)
  

キャリア教育
の推進 
 

望ましい勤労
観・職業観が育
成されている
か。 

進路講話・職場
見学・企業人と
の交流を通し
て、具体的イメ
ージを持った職
業観を形成す
る。 

職業安定所等の
外部機関が主催
する事業の積極
的な活用、キャ
リア意識を育て
る新規の取組
（キャリア別終
礼等）を実施す
る。 

 
 
 
 
 
 

Ｂ 

３学年においては、外

部機関と連携した進路

ガイダンスの実施、職

場見学、オープンキャ

ンパスなどへの参加促

進により、ほとんどの

生徒の就職、進学の早

期決定が実現した。ま

た、進路学習の内容を

生徒に合ったものに改

訂することで、職業に

ついての具体的なイメ

ージを持たせることが

できた。 

 インターンシッ
プを通して、働
くことの意味や
意義を考え、望
ましい勤労観を
形成する。 

マナー講座等の
事前指導、事業
所との事前の打
合せや礼状の送
付等を含め、活
動全体で大きな
学びが得られる
ようにする。 

 
 
 
 

Ｂ 

インターンシップを充

実する取組として、進

路希望調査の工夫やマ

ナー講習との連動化を

図った。実施上の課題

も多く残ったが、進路

実現に向けた取組とし

ては成果をあげること

ができた。 



進路目標の達
成 
 

個に応じた進
路指導の推進
が進路目標の
達成につなが
っているか。 

進路希望調査・
適性検査などを
通して進路目標
の早期設定を促
す。 

二者面談・三者
面談・進路部面
談等を計画的に
実施するととも
に、各種調査結
果などを活用し
て生徒の自己理
解に生かす。 

 

 

 

Ｂ 

二者面談、三者面談、

キャリアサポーター面

談の充実や、夏休み就

職課外の取組の強化等

により、進路目標の早

期設定ができ、３年生

進路の早期内定率が高

まった。しかし、１・

２年生の進路目標設定

に向けた取組について

は、より計画的に実施

していく必要がある。 

 基礎的な学力の
向上を図るとと
もに進路情報の
提供と進路別学
習機会の充実に
努め、進路選択
の幅を広げる。 

学びなおし教材
（マナトレ）を
１年生の授業で
活用する。模試
・進路のしおり
・進路情報誌・
進路ガイダンス
などの活用を進
める。キャリア
別終礼・進路検
討会等を定着さ
せる。 

 
 
 
 
 

Ｃ 
 

１年生で採用した学び

直し教材は、基礎基本

の定着、授業を落ち着

いた雰囲気で始めるた

めのツールとして活用

できた。進路情報の提

供については、「進路

のしおり」の配布が遅

れたことの他、キャリ

アコース別終礼等の意

味や意義の確認と共有

化に課題があった。 

 
生徒 
指導 
  
 
 
 

基本的生活習
慣の確立 

生徒が健全に
社会に適応で
きる生活をし
ているか。 

自主的に健全な
整容を心掛けら
れるような指導
の実現。 

学年間の指導内
容に差が生まれ
ないよう、整容
検査内容のマニ
ュアルの活用を
行う。検査結果
を共有化するた
めに文書セキュ
アを活用してデ
ータ管理を行
う。 

 
 
 
 
 

Ｂ 

自主的に健全な整容を

心がける生徒の割合を

増やすことができた。

今後、この状況を維持、

向上させるための取組

を検討する必要があ

る。 

 

理性的態度と
道徳的実践力
の育成 

規範意識の高
揚、友愛・連帯
の精神を養お
うとしている
か。 

学級や委員会活
動・部活動など
集団生活の中で
の責任と人間形
成の指導。 

委員会活動を定
期的に実施する
ことで活発化を
図る。生徒会を
中心とした地域
貢献活動を検討
し、実施する。 

 
 
 
 

Ｂ 

集団生活における様々

な指導を通して、規範

意識の内面化、連帯す

る意識の向上が見られ

た。今後は、部活動、

学校行事の更なる活性

化を通してこの流れを

一層進める必要があ

る。 

自他を尊重
し、互いに協
力する態度や
遵法精神の育
成 

生徒同士が互
いを尊重し、協
調しながら生
活することが
できているか。 

非行事例の減少
といじめ件数０
を目指す。 

ＳＮＳを中心
に、情報モラル、
情報マナーにつ
いての指導を継
続的に行う。早
期にいじめを認
知できるよう機
会あるごとに声
かけ指導を行
う。 

 
 
 
 
 

Ｃ 
 

いじめの発生件数は０

にはならなかったが、

いじめに対する生徒の

感覚はこれまで以上に

高まりを見せている。 

まだＳＮＳ等の互いの

顔の見えないコミュニ

ケーションに課題が見

られるので、より効果

的な取組方法を検討

し、採用する必要があ

る。 

 

 

 

 



交通安全意識
の確立、交通
法規の理解と
交通マナーの
向上 

交通事故・違反
が減少したか。
無施錠自転車
が減少したか。 

事故違反件数を
減少させ、安全
運転意識の向上
を図る。二重ロ
ック１００％。 

交通安全教育の
自校実施と交通
委員会の活動の
充実を図る。二
重ロック及び無
許可自転車指導
を徹底する。 

 
 
 
 

Ｂ 

交通安全教室に工夫改

善を施したが、交通事

故の減少に直接的には

結びついていない。ま

た、二重ロック１００

％についても、達成で

きていない。今後は、

より具体的で実際の交

通環境に即した指導が

求められる。 

人権
教育
の推
進 
  

研修の充実と
職員の人権意
識の高揚 
 

教育の根幹に
人権尊重を捉
え、すべての教
育活動におい
て人権教育の
推進ができて
いるか。 

教職員が人権尊
重の理念を理解
し、全ての教育
活動において推
進できる研修や
体制づくり。 

計画的な研修参
加を通して、人
権課題について
の認識を深める
とともに実践の
振り返りを行
う。 

 
 
 
 

Ｂ 

研修の計画的な実施と

職員間の活発な意見交

流を通して、人権意識

の高揚を図ることがで

きた。今後は、校外研

修等で得ることのでき

た最新の情報を全職員

で共有する工夫が必要

である。 

人権の重要課
題の学習 

人権課題を自
分の問題とし
て考える学習
になっている
か。 

これまでの積み
上げに留意しつ
つ改訂をすす
め、直近の話題
を盛り込んだも
のにする。 

係（推進委員、
学年の係）だけ
ではない、当該
学年の職員等が
共有しうる指導
案を作成する。 

 
 
 
 

Ｂ 

人権教育ＬＨＲは、事

前に学年会で検討し、

その目的、内容、方法

について学年全体で共

有しながら取り組むこ

とができた。また、学

習にグループ活動を導

入することで、生徒が

主体的に考え、互いに

意見を交換する姿が見

られた。 

 
いじ
めの
防止
等 
  

いじめ防止等
対策モデルプ
ログラム研究
の推進 

本プログラム
の推進を通し
て、生徒の自尊
感情、コミュニ
ケーション能
力、生徒同士の
肯定的な関わ
りを育てるこ
とができたか。 

本プログラム研
究で実施するア
ンケートの５つ
の項目（生徒の
自己有用感、集
団効力感等）の
数値を着実に向
上させる。 

本プログラム研
究の推進と併
せ、職員及び組
織が成長する
「学習する組
織」づくりを行
う。教育センタ
ー等の外部資源
を活用する。 

 
 
 
 

Ｂ 

全５回の授業でアンケ

ートを実施したが、全

ての項目数値の向上に

は至らなかった。しか

し、５項目間のバラン

スは取れるようになっ

ており、特に自己有用

感、集団効力感の数値

は着実に向上してい

る。 

いじめ防止対
策委員会を核
とした職員間
の連携 
 

学級・学年・各
部署・各段階に
おける連携が
成されている
か。 

いじめ防止対策
委員会での連携
を密にし、情報
の共有を行い未
然防止を図る。 

いじめ問題への
対応マニュアル
の職員への周知
を図り、全職員
で共通理解と防
止に取り組む。 

 
 
 
 

Ｂ 

いじめ対策に係る職員

研修を複数回実施する

ことで、いじめの未然

防止からいじめによる

重大事態発生時の対応

まで、幅広い範囲で職

員の共通理解を図るこ

とができた。今後は、

いじめ防止に係る各分

掌部の具体的な連携を

図る必要がある。 

 
教育 
課程 
  

単位制の特徴
を生かした教
育課程の検討 
 
 
 

生徒の進路目
標達成のため
のカリキュラ
ム編成を十分
支援できてい
るか。 

生徒一人一人の
特性や進路目標
を踏まえなが
ら、生徒が納得
できる時間割を
作成できるよう
にする。 

具体的なカリキ
ュラム編成例を
記したcompass
を活用したカリ
キュラムガイダ
ンス（説明会）
の実施及び個人
面談による相談
を充実する。 

 
 
 

Ｂ 

カリキュラム編成につ

いては、生徒がじっく

り考え、納得できるよ

う支援することができ

た。今後は、育てたい

生徒像と生徒の求める

将来の自分像をどう結

ぶかについて検討する

必要がある。 



社会の変化、進
路の多様化等
に対応するカ
リキュラムを
広く検討でき
たか。 

大学入試、教育
課程等の教育改
革に対応するカ
リキュラムの基
本的な枠組みを
作成する。 

教育改革の動
向、カリキュラ
ム開発に関する
先導的実践の研
究と平成28年度
カリキュラムの
検討を行う。 

 
 
 
 

Ｃ 

次年度カリキュラム編

成については、教育の

動向を踏まえた十分な

検討を行うことができ

なかった。今後は、社

会が求める基礎的・基

本的な能力について、

カリキュラムと関連さ

せながら研究する必要

がある。 

  

４ 学校関係者評価 
（１）生徒のカリキュラム編成について、その支援のための方策として１年生の２者面談等を充

実し、より進路目標と関連させた形でカリキュラム編成ができるようにして欲しい。 
（２）アクティブ・ラーニングの推進については、教師側の発問、個性に応じた指導等、さらに

工夫を加えながら実践をお願いしたい。 
（３）教職員と保護者の関係がより良く変わっていけば、強力な生徒の応援団となれる。今後こ

のような関係性の構築に向けて保護者、学校が互いに努力していく必要がある。 

 

５ 総合評価 
（１）設定目標の達成に至らない項目があるが、全般的には本校の取組が着実に成果を導きだし

ていると評価できる。 
（２）取組の成果が表れつつある項目として、アクティブ・ラーニングの取組が挙げられるが、

この取組が生徒同士の人間関係、教室の支持的風土の醸成にも好影響を与えている。 
（３）前年度と比べ問題行動の発生件数が半減しており、学校生活への適応や規範意識の高揚が

着実に進んでいると評価できる。 
（４）生徒の進路目標の達成は、昨年から状況が大きく改善したが、昨年度から取り組んでいる

３年間を見通したキャリア教育の成果と捉えられる。 
（５）広報活動については、ＨＰの活用、充実を図ったが、まだ地域や保護者にそれらの広報が

浸透しているとは言えない状況である。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
（１）学校評価アンケートの生徒の肯定的回答７０％以上を目指していく。また生徒、保護者と

教師の間で評価に開きがある項目について改善を図る。 
（２）単位制の良さを発揮できるカリキュラム編成を構築するために、これからの社会、地域が

本校に求めるニーズを探り、そのニーズにこたえるためのカリキュラムをマネジメントす
る研究を行う。 

（３）アクティブ・ラーニングの一層の推進を図るために、公開授業週間のさらなる活性化や外
部講師の招聘、校外研修への積極的な参加を推進する。 

（４）一部の生徒に基本的な生活習慣の未定着や自己指導能力の弱さが見られる状況に対して、
保護者と学校の連携や各分掌部間の協力した取組を進めながら学校教育全体でその改善
に取り組む。 

（５）地域や保護者が本校の教育活動にあまり関心を持てない状況に対して、ＨＰを活用した情
報発信に一層力を入れるとともに、保護者と連携したボランティア活動、地域を舞台とし
た教育活動の展開を進める。 

 


